
・児童発達支援センターは概ね320人、通所教室は
概ね200人
・全体では、推定約1,800人（堺市就学前障害児実態
調査では、就学前児童の約4.50％の子どもを把握）

(9) 選定方法（公募・非公募の別）

(6) 主な事業

(11) 市内における受益対象者数

・ 地域支援に関する業務　　障害児相談支援等、障害児等療育支援事業（通所教室含む）

・ 施設の管理運営に関する業務

・ 児童発達支援センターに関する業務（児童発達支援、医療型児童発達支援、診療所、保育所等訪問支援）

(1) 公の施設の名称

堺市立北こどもリハビリテーションセンター、堺市立南こどもリハビリテーションセンター

(2) 施設の設置目的

（ ）

(12) 近隣の類似施設

無

(7) 施設分類 (8) 有料施設の有無

（非公募の場合、その理由）

非公募

・児童発達支援センター、通所教室については、就学前の知的障害
児、肢体不自由児、発達障害児及びその疑いのある子ども
・診療所については、18歳未満のリハビリテーションセンターの必要
な子ども及びその疑いのある子ども
・地域支援に関しては、18歳未満の知的障害児、肢体不自由児、発
達障害児及びその疑いのある子ども

(10) 主な利用者

堺市立こどもリハビリテーションセンターは、心身に障害のある児童及びその疑いのある子どもの早期療育支援を行うことにより、豊かな発達
と自立を促し、地域社会の中で生き生きとした暮らしが送れるよう家族も含め総合的に援助していくことを目的として設置された施設であり、子
どもの状況や発達課題を踏まえ、「保育」、「診療」、「リハビリ」、「相談」を一体的に行う総合的な療育が必要とされるため、療育にあたる職員
には、高度な専門的知識や経験が求められる。また、発達障害の子どもは環境の変化にとても敏感であるため、支援の継続性の担保や、障
害児やその保護者とセンターのスタッフとの信頼関係の構築が不可欠である。さらに、同センターは、診療施設も併設する療育の専門施設と
して、こども園・保育所・幼稚園・学校や障害児通所支援事業所等への支援や、その利用者への療育の提供や支援など、地域における障害
児支援の中核的機能を担うことも必要である。
　社会福祉法人堺市社会福祉事業団は、当該施設を管理運営させるために平成６年に設立した社会福祉法人であり、法人設立以降、本市に
おける就学前の障害児の早期発見・早期療育システムの中心的な役割を担ってきた。就学前の障害児療育に特化した事業展開により、長年
にわたり蓄積した経験や実績、専門的なノウハウに基づく高度な専門性を活かすことで、障害の種別や程度（重度、重複）に関係なく、毎日通
園や分離保育、単独登園や並行通園など、多様化する支援ニーズに対応した療育の実施が可能となっている。また、卒、退園後の学校や幼
稚園等との連携も保護者了解の下、密に行っており、関係諸機関からの信頼も得ている。

心身に障害のある児童及びその疑いのある児童の早期療育体制の充実と福祉の増進を図るための総合施
設として設置

(3) 所管部局

健康福祉局　障害福祉部　障害支援課

(4) 指定管理者名

有 （利用料金制）社会福祉・医療施設

・ 施設等の維持管理に関する業務

社会福祉法人堺市社会福祉事業団

(5) 指定期間

平成31年4月1日から令和6年3月31日（5年間）

堺市指定管理者評価表

1　基本情報

評価対象期間 ：

（北・南こどもリハビリテーションセンター）

令和3年3月31日令和2年4月1日 から まで



ア　利用状況

その他特筆すべ
き取組

・ホームページで情報発信を積極的に行うほか、利用者が家庭でも楽しめる動画を配信し
た。また、利用者がご意見やご要望を発信する手段の一つとして、ホームページ上にもご
意見箱を設置した。

利用者数、稼働率ともに減少していることについて、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い登園自粛をされる
方が多かったことが理由として考えられる。

センター利用者  89
めだか親子教室　91

67,340 67,170

ウ　市による状況分析

センター利用者  89
めだか親子教室　91

指定管理者名
社会福祉法人
堺市社会福祉
事業団

利用者数（単位：人）

稼働率（単位：％）

利用者満足度（単位：％）

(2) 利用者サービスの向上

令和3年度令和2年度令和元年度平成30年度平成29年度

72,640

・児童発達支援センター利用時については市と連携して利用調整を行っている。その他、診療所や
相談についても正確なアセスメントに基づいて、必要な方に必要な支援が行えるようにしている。
・危機管理マニュアルの点検を行い、随時アップデートしている。
・個人情報の保護については、職員に研修を行うともに、情報管理とダブルチェックを徹底した。

社会福祉法人
堺市社会福祉
事業団

社会福祉法人
堺市社会福祉
事業団

サービス向上、利
用促進

・利用者ニーズに沿った多様な通園形態によるクラス運営を継続した。
・地域支援においては、並行通園児の在籍園訪問や施設支援などを積極的に実施した。

・児童発達支援センターの運営に必要な職員を兼務も含めて効果的に配置している。
・職員として必要な専門知識だけでなく、人権研修や権利擁護研修など法令遵守も含めた
研修を計画的に行った。
・施設の維持管理については、市と連携し必要な個所を随時修繕・改修した。

職員配置、人材育
成、施設の維持管
理等

新型コロナウイルス感染症に対し、施設の改修(網戸の設置など）や日々の消毒、職員の
健康管理を徹底する等、感染予防に努め、安心して利用していただける施設運営を心が
けた。

施設の設置目的
に沿った事業の実
施

その他特筆すべ
き取組

施設の設置目的に沿った事業の実施という点で児童発達支援センターとして多様な事業を実施しているが、利
用者のニーズとして単独通園の希望が多く上がっていることに対して今後検討が必要である。

イ　取組状況

社会福祉法人
堺市社会福祉
事業団

センター利用者　88.4
並行通園児　90.4

めだか親子教室　93.4
－

76.4

－

77.7 72.5 －77.6

2　管理運営状況

（北・南こどもリハビリテーションセンター）

意見・苦情・要望
等への対応

・利用者アンケートの実施の他、利用者の代表と園単位での懇談会、また、４園保護者と
事業団、堺市との懇談会等多様なモニタリングを実施し、できるところは早急に改善を図っ
た。

イ　市による状況分析

(1) 適正な管理運営の確保

ア　取組状況

心身に障害のある児童及びその疑いのある児童の早期療育支援を行い、利用者のニー
ズに応えられるよう、児童発達支援センターでは、毎日登園、並行通園、また、訪問支援、
診療、リハビリ、相談などの多様な事業を実施した。

平等利用、安全確
保、個人情報の保
護等

社会福祉法人
堺市社会福祉
事業団

センター利用者　88.8
並行通園児　92.2

めだか親子教室　92.0

63,276



■指定管理業務

■自主事業

指定管理者名

ウ　市による状況分析

(3) 収支

ア　収支状況

収入

（単位：円）

（徴収委託の場合の徴収額） 478,500 492,000 350,500 371,500 491,000

人件費

委託料

841,882,000

支出

（ 有 ）

指定管理料

利用料金

負担金

その他

合　　計

修繕費

光熱水費

その他

合　　計

総支出額に占める
委託料の割合

743,994,494 765,686,785

43,155,247 50,022,224

21,999,895 24,023,915

698,704,000

466,282,998

0

736,800

1,165,723,798

673,994,000

（単位：円）

784,544,350

35,729,000

3.0%

令和元年度

688,269,000

428,595,104

0

791,200

1,117,655,304

社会福祉法人
堺市社会福祉
事業団

47,634,423 34,876,501

令和3年度
（予算）

614,313,000

420,436,000

0

828,000

1,035,577,000

社会福祉法人
堺市社会福祉
事業団

0

640,600

1,082,736,544

781,302,725

5,646,000

- -

22,295,000

平成29年度

社会福祉法人
堺市社会福祉
事業団

平成30年度

4.1% 4.6% 4.4% 3.2%

4,084,165 3,969,751 4,818,339 7,367,127

社会福祉法人
堺市社会福祉
事業団

469,280,183

0

811,800

1,144,085,983

社会福祉法人
堺市社会福祉
事業団

令和2年度

683,360,000

398,735,944

248,478,081 239,959,165 228,906,249 239,600,904 281,214,000

1,061,711,882 1,083,661,840 1,084,945,661 1,088,351,351 1,186,766,000

21,962,46922,283,925

　主に指定管理料と利用料金の収入により指定管理業務を実施している。新型コロナウイルス感染症の影響
により利用料金収入は減少し、感染予防対策による修繕費が増加した。

収　　　入

支　　　出

収支差額

（市への納付金の額）

508,084 513,114 494,766 496,346 1,269,000

109,916 357,886 432,234

618,000 871,000 927,000 1,556,000 1,269,000

経費の縮減、経理
事務

新型コロナウイルス感染症の影響により利用料金収入が減少した。支出においては、施
設の老朽化対策と感染予防対策により修繕費が大幅に増加したが、通園バスの委託料
が抑えられたことや水道光熱費の節減などで支出を抑制した。

イ　取組状況

2　管理運営状況

（北・南こどもリハビリテーションセンター）

1,059,654 0

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
令和3年度

（予算）

収支差額

（市への納付金の額）

104,011,916 60,424,143 32,709,643 -5,614,807 -151,189,000

- - -



評価の理由

新型コロナウイルス感染症の影響により、利用者数や利用
料金収入は、目標に達しなかったが、利用者への丁寧な
説明と施設の安全確保などに努めた結果、前年度と同程
度の利用者満足度を得ることができた。また、感染防止策
を実施しつつ、できるだけ療育内容や支援の質を維持でき
るよう事業運営の工夫を行った。

(2) 総合評価

指定管理者

目標の達成状況のほか、管理運営状況も含め、以下の評価基準により総合的に評価を行う。

所管課

評
価
基
準

A 仕様書で求める目標や水準を上回る管理運営がなされ、優良であるもの

B 概ね仕様書で求める目標や水準どおり（80～100％）の管理運営がなされ、適正であるもの

C 管理運営が仕様書で求める目標や水準を下回っており、努力が必要であるもの

Ｄ 管理運営が適切に行われたとは認められず、改善が必要であるもの

利用者数や利用料金収入が目標に達していないことに対
し、利用者を増やすための具体的な取組を遂行するよう連
携を図るとともに、こどもリハビリテーションセンターとして
の役割を確認しながら、ニーズの変化に対応できるよう、
情報収集や職員の支援力向上に努められたい。

評価 B B

利用料金収入 年間430,000千円以上 398,735,944円

イ　市による状況分析

全体的に実績が目標値を下回っている要因として新型コロナウイルスの影響が考えられる。利用者の満足度の指標として
行われているアンケート結果では毎日通園の実績が目標を下回っている。アンケート評価の低かった項目として保護者同
士の交流、非常時の対応についての項目があげられ、今後も新型コロナウイルスへの対策をしつつ保護者のニーズに応
える必要がある。

利用料金収入の総支出に占める割合 40％以上 36.60%

新型コロナウイルスの影響もあり利用者数や利用料金収
入などは目標に達しなかったが、感染防止策に努めた結
果、園内での感染は見受けられなかった。コロナ禍におい
てこどもリハビリテーションセンターとしてできるだけの療育
や支援を確保できたといえる。

今後の取組
引き続き、適正な管理運営の確保に努めるとともに、今後
は、オンラインの活用も含めた多様な支援方法を導入する
など、利用者満足度のさらなる向上を図る。

■収支

指標 目標 実績

■利用者サービスの向上

  センターの利用者
　　　   　（毎日通園）　88.4％
　　  　　 （並行通園）　90.4％

指標 目標 実績

児童発達支援センター利用者の満足度 利用者の満足度90％以上

  親子教室の利用者　93.4％

年間延べ38,000人以上 33,191人

④保育所等訪問支援事業 年間延べ370件以上 198件

①児童発達支援センター（４施設）延べ利用者数

②診療所における機能訓練実施単位数 年間延べ26,720単位以上 22,328単位

③障害児相談支援事業 年間延べ1,500件以上 1,238件

（北・南こどもリハビリテーションセンター）

3　目標管理、総合評価

(1) 目標管理

ア　仕様書で定める目標の達成状況

■適正な管理運営の確保

指標 目標 実績


